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開発成果

地震発生直後に離陸する長時間監視ドローンシステム
～緊急地震速報を受けて自動離陸し、24時間以上の無人で長時間連続飛行しながら、
遠隔地の防災センターにリアルタイム映像を配信する、長時間監視ドローンシステム～
●…大同大学…講師　橋口宏衛　　●…株式会社プロドローン　加藤喜彦　●…公益財団法人科学技術交流財団…アドバイザー　新井紳一

成果概要

●緊急地震速報により、沿岸に設置した防水ボックスから自動的に離陸し、100mの
高度から津波の到達を長時間監視する有線ドローンシステムを開発した。

●自家発電機の有線給電により24時間以上連続で飛行し、搭載した可視・赤外カメ
ラで撮影する映像を遠隔にある防災センターに携帯電話回線で配信する。

●防災センターからドローン搭載カメラの方角・傾きを遠隔操縦可能
●緊急地震速報で自動離陸し、現場は無人で遠隔地の防災センターから遠隔操縦す
るシステムは世界に例がない。

●遠隔操縦の有線給電・映像配信を可能とするドローンシステムは軍事用途しかなく、
自治体レベルで購入可能な民生用に実用化された例はない。

特 長

仕  様

開発技術

●長時間連続飛行に有利な有線給電方式を用い、
給電線軽量化のため、自家発電 360V 高電圧を
ドローンに給電
●地上とドローン間に低ノイズ、広帯域の光ファイ
バー通信を採用
●高画質映像配信のため、カメラ撮影映像を地上
局でH.265で圧縮し、携帯電話用LTE回線イン
ターネット経由で防災センターに伝送

長時間監視ドローンシステム

有線給電ドローン外観

●システム起動……地震速報受信時に自動離陸して監視開始
●最大飛行高度……100m
●連続稼働時間……24時間
●可視カメラ……1,280×720ピクセル

●赤外カメラ……160×120ピクセル
●カメラ遠隔操作……水平360度、下方向0～90度、可視/赤外切替え
●ドローン本体外形……横1000mm、高さ300mm
●防水ボックス（発電機除く）外形……1800×1800×1400

●長時間連続飛行のための自家発電 + 有線給電ド
ローンシステム
●給電ケーブル軽量化のための高圧・小電流給電
方式

●地上 -ドローン間の光ファイバー双方向通信によ
るハイビジョン映像と制御コマンド伝送方式
●地上局 - 防災センター間の携帯電話回線を使った
映像伝送、遠隔操縦方式

●…お問い合わせ先：

●…特 許 の 有 無：

株式会社プロドローン　営業部　加藤喜彦
e-mail…:kato@prodrone.jp　電話番号：052-950-1278　FAX：052-950-1277
無
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鳥獣害・災害対応ドローンに関する研究開発
～自然の猛威を防ぐドローン技術～

参画機関

●…大同大学
●…中部大学
●…名古屋大学
●…名古屋市消防局
●…あいち産業科学技術総合センター
●…公益財団法人科学技術交流財団
●…株式会社プロドローン
●…アイサンテクノロジー株式会社
●…株式会社東郷製作所
●…キャリオ技研株式会社

研究開発の概要

開発成果一覧

事業化リーダーより

愛知県の沿岸は、東南海地震発生時には津波による大被害が予想され、沿岸部定点カメラを使った津波到来監
視や、津波到来後には広域浸水地域の迅速な情報収集のニーズがある。山間部では、鳥獣による農作物の被害
が大きく、有害鳥獣の発見や追い立てのニーズがある。これら地域の課題解決の共通技術としてドローン技術に
特化して研究開発を行った。コアの有線給電・垂直離着陸ドローン開発とともに、ドローン同士や有人機との衝
突を防止する航空管制システム、飛行禁止区域などの地図情報管理システムを開発した。さらに、カメラ等を搭
載したボールをドローンから瓦礫、建物に散布して内部や被災者の状態を把握する情報収集システムも開発した。

●地震発生直後に離陸する長時間監視ドローンシステム
●浸水状況把握のための広域高速飛行ドローンシステム

●ICT罠とドローンで無線ネットワークを構成する監視システム
●被害状況把握のためのドローン投下型センサーボール

●…株式会社プロドローン　営業部　加藤喜彦

事業化リーダー 研究リーダー

重点研究プロジェクトに参加して 今後の展開

本プロジェクトは、自社のみだけではなく、各大学や
企業の力を結集することで一定の目標を達成できたと
感じている。遠隔操作にて安定したフライトができる
機体を製作するのは、大変苦労しましたが、何度か
実証を行うことで完成度を上げていくことができたと思
う。参画頂いた消防関係との意見交換により、このプ
ロジェクトは、災害時にも活用できるため、製品化で
きれば地域に貢献できる手段になると確信を持った。

実際に遠隔にてドローンの制御を実施することはでき
た。今後は、ニーズが考えられる実際の場所や使用方
法を把握しながら、システムをカスタマイズして製品を
ブラッシュアップする必要があると考えている。今回、
要素技術的な部分の課題は、クリアできているため、
カスタマイズもこの地域にあった物にすることで、ドロー
ンをもっと身近に感じていただき、皆様に使用していた
だけるようになると思っている。

株式会社プロドローン
加藤喜彦

大同大学
橋口宏衛
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